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１．本委員会の目的、概要・スケジュール
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本検討委員会の目的と概要

⚫ 本検討委員会の概要
・日本産業標準調査会の基本政策部会の取りまとめに基づき、「標準化とアカデミアとの連携に関する検討会」が
立ち上げ

・その検討会の課題の１つである「今後の標準化活動を行う可能性のある若年層や学び直しを志す社会人層と
いった、いわば「潜在的標準化人材」が所属する場である大学における、標準化人材育成の検討」を行うために、本
委員会を設置
（経済産業省委託事業：事務局 筑波大学）

・本委員会での議論は、上記検討会に随時報告し、方向性の確認等実施。

⚫ 本検討委員会の目的
・本検討会では以下の①～③を目的とする
① 大学における現状の標準化教育に関する整理及び企業等のニーズの把握
② 標準化人材の人物像（ジョブディスクリプション）についての検討
③ ②で検討した人物像を輩出するための教育プログラム案に関する検討
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「標準化人材育成検討委員会」委員名

（委員）◎座長
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標準化人材育成検討委員会スケジュール
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各開催日での位置づけと議論の内容 

日時 位置づけ 概要・発表者等

第1回 2023年10月6日(金)
13:00-15:00

キックオフ ◼ 【立本委員】全体の見取り図、目標の共有。今後の流れ説明

第2回 2023年10月24日(火)
13:00-15:00

有識者情報提供① ◼ 【武田委員】現在の大学での取り組みについて（長岡技術科学大学）
◼ 【立本委員】ヒアリング報告（東京工業大学）

第3回 2023年11月15日(水)
15:00-17:00

有識者情報提供② ◼ 【角崎委員】企業からみた標準化人材 について
◼ 【藤田委員】エクスパートからみた標準化人材イメージ

第4回 2023年12月11日(月)
16:00－18:00

有識者情報提供③
人材教育プログラム案
（概要）

◼ 【吉野オブザーバー】情報通信技術委員会での取組について
◼ 【高麗大学】韓国での取組について
◼ 【日本規格協会】日本規格協会での取組について
◼ 【立本委員・社会人大学院等支援室（教務担当）】今までの情報をもとにジョブディスクリプションの

検討・大学の出来る教育プログラム案（複数）のアイディア案の提示と委員意見徴収

第5回 2024年1月9日（火）
15:00-17:00

有識者情報提供④
人材教育プログラム案
（具体案）

◼ 【社会構想大学院大学：三菱UFJモルガンスタンレー証券】広報について、及びIRを取り巻く環境
変化とこれからのIRに求められるもの

◼ 【日本規格協会】日本規格協会での取組について
◼ 【齋藤オブザーバー】NEDOにおける標準化関連業務の内容や求められる人材像について
◼ 【立本委員・社会人大学院等支援室（教務担当）】今までの情報をもとに大学の出来る教育プロ

グラム案（複数）の具体案について委員から意見徴収、 プログラムの立ち上げに係る具体的な計
画の提示

第6回 2024年2月13日(火)
13：00～15：00

報告書のまとめ ◼ 【立本委員】報告書案の提示

第7回 2024年2月29日(木)
13：00～15：00

最終回 ◼ 【立本委員】今後の動きなどの共有
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２．現在の標準化の動向、流れ
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1980年代 2000年代

無形資産 ＜ 有形資産 無形資産 > 有形資産

ものづくりのための
標準化戦略

・標準規格
・規格適合
・認証）

イノベーションのための
標準化戦略

・エコシステムマネジメント
（ルール形成）
・標準化戦略
・知財戦略/
オープンクローズ戦略

無形資産経営の広がり：価値形成の源泉の変化



日本の標準化活動の現状と課題

◼ 日本の標準化活動は、これまで、安全担保・利便性向上を目的とした
取組を中心に、着実に展開

◼ グローバル市場における社会ニーズや産業構造の急速な変化は、「国
際ルール（標準）の在り方によって、市場で売れる商品及び仕様が決
まる」という状況が発生

標準化活動がマーケットの獲得戦略そのものへと拡大しつつある
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参考：情報通信技術委員会でのアンケート調査

※標準化人材育成検討委員会資料としても使用。一部更新

参考URL： 総務省｜情報通信審議会｜情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会（第43回） (soumu.go.jp)
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/gijutsusenryaku/02tsushin03_0400
0548.html
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※標準化人材育成検討委員会資料より一部更新
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※標準化人材育成検討委員会資料より一部更新
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※標準化人材育成検討委員会資料より一部更新
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※標準化人材育成検討委員会資料より一部更新



標準化活動において必要な視点（検討会での意見）

◼標準化は企業活動の基盤的役割を果たすとともに、市場創造などのルール形成など
の新しい役割を担うようになっている。

◼近年の製品・サービスでは、１つの企業のみで完遂することは難しく、業界を横断しな
がら、企業が連携する基盤が必要とされている

◼標準化には複数の企業が活躍するエコシステム的な視点が求められている

◼グローバルな市場へのアクセスや新市場形成のために標準化が必要とされている。

◼性能や機能が優れているものを作成しても国際規格の基準から外れていると販売が
難しい。規格を理解して準備する必要性がある。

◼ ISO/IECへの参加者の構成が日本は40歳以下が少ない。将来を考えると、日本で
も組織等を整備して標準化人材を育てていかないといけない。
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まとめ

• 標準化は、経営資源が有形資産から無形資産にうつるにつれて、ルール
形成などの点で重要なツールとなっている。

• 従来、標準化活動は安全担保・利便性向上が目的であった。しかし、現
在では標準化活動がマーケットの獲得戦略そのものへと拡大しつつある。

• 標準化人材の育成について、企業は必要性を感じているものの、個社で
は対応するのが難しい状況。

• 従来視点に加えて、企業戦略視点などを取り入れた、新しい標準化人材
教育のニーズが高い。

17



３．標準化教育の現状と課題、新たに
必要とされる標準化教育
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関連する大学の取組み一覧

大学 科目名

金沢工大 技術標準化と経営戦略特論

東工大

標準化戦略 I

標準化戦略 II

博士社会・ビジネスのルールと倫理 B,2023年度,教養科目群キャリア科目

修士社会・ビジネスのルールと倫理 B2,2023年度,教養科目群キャリア科目

修士社会・ビジネスのルールと倫理 B1,2023年度,教養科目群キャリア科目

環境・社会理工学院 技術経営専門職学位課程 MOT(技術経営) 標準化戦略実践

ベルリン工科大学
Standardization and Sustainability (標準化と持続性)

Strategische Normung（戦略的な標準規格化）

長岡科学技術大学 長岡技術科学大学における標準化関連の取組

東京農工大 工業標準化戦略概論

早稲田大学 情報通信と国際標準化

豊田工業大学 国際標準化戦略論
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システム安全工学専攻の教育体系

これまでは社会人の教育が主であったが、今後は一般の学
生にも展開していく。
（システム安全工学専攻以外の学生にも）

システム安全工学専攻の教員の多くが、何らかの形で
ISO/IEC等の国際標準に関わる委員等を行っている。そ
れ以外の専攻でも委員を務めている教員がいる。（現状、
９名）

委員の依頼は所属する学会・協会からが多い。
（学会での活動は学内でもある程度評価される）

システム安全工学専攻は、国際標準化もミッション（業
務）の一つになっている。専攻という組織になっており，採
用・昇任といった人事を動かすことができる．

論文、外部資金獲得など研究業績は重要な評価項目。
そのために研究が重要（発表の場、補助金・競争的資金、
設備、人員、時間・・・）。

標準化人材育成教育には、大学教員だけでなく企業や関
連機関の協力が不可欠（知識と経験をもった実務家教
員など）。

学内の教育研究組織として位置づけ、継続的に運営する
体制が必要。そのために、寄附講座として財政的・人的な
支援が有効ではないか。

［大学としての関わりと課題］
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韓国の事例（高麗大学の事例報告・討論）

• 韓国では標準化人材教育のために、様々な施策が行われている
• 幅広い大学での標準化の教育プログラムの試行や、戦略的に選択した3大学での教育
コースなどが実施されている

• 学部教育では標準化に関する一般的なテーマが好まれる。大学院教育では専門的な
テーマが好まれる

• 韓国規格協会（KSA）がこのような教育プログラムをサポートしている
• 標準化教育のためには、学術専門家のみならず、実務家からのインプットが重要である
• 特定の大学のみでの教育には限界がある。規格協会等の外部団体の協力が不可欠
である

• 目的に合わせて助成金などの支援も必要。
• 教育プログラムを通じて、社会に標準化が重要であるという認識を広める効果もある

第4回検討委員会で高麗大学のByung-Goo Kang教授を招き、標準化人材教育についてディス
カッションを行った





その他の機関における研修事例：日本弁理士会
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検討会での意見（標準化教育の現状・課題）

⚫ 講師の問題

・教えられる人がとても少ない為、大学で実施の場合中核的な教師やバックアップがないと難しい。教える人をいか
に根付かせるかが重要。 情報の更新の問題
・常に新しい事例を紹介し続けなくてはいけない。・教えている講師の高齢化により内容が古い為、学生にとって実
感のないものとなっている
⚫ 広報・ニーズの問題
・潜在的な学生に対して広報をすべきだが、方法が不明。標準化という切り口でアプローチするのも難しい
・社会に求められる人材とのギャップが大きい為、すり合わせをしていく必要がある
・全国的に見れば専門的な分野に関して、ピンポイントなニーズがあるかもしれない・当初は入学希望者がいるか
不透明な中、いかに前述のシステム安全工学専攻におけるプログラムを成立させるかが課題だった
⚫ 会社側の意識の問題
・作られたルールを守る事が強く自分たちでルールが作れるという意識が希薄である点
・企業内では、ポジションによって標準化のスキルが違う点
・修士課程の中で標準化に関する講義は、国際的なビジネスルールに関する授業のうち数コマしかない点
⚫ 設置形態の問題
・長岡技術科学大学の事例では、正規課程の組織の為、プログラムを動かす権利承認がしやすい
・正規課程では入試があるからハードルが高い

⚫ 標準化に関する講義は行われているが、受講者層における標準化の意識の希薄さ、
標準というニーズがピンポイントであることが課題。

⚫ また講師不足、事例の陳腐化をいかに防ぐかも課題。

⚫ 潜在的な層に対し、標準化を啓発するため、新たなアプローチを検討すべきではな
いか。
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いままで これから

・横断的な視点
（O&C戦略等）

アカデミアの教育は
局所的な支援に留まる

・システム標準

・国際地政学的な視点

・これからの人材育成の形
標準化技術
＋
基盤/周辺の知識ベース

・人材育成の整備だけでは不足
「人材育成」、「人材活用」、
「情報発信（オープンな場で
 の発信）」の三位一体で動
 く必要

包括的/体系的な取組の
必要性

⇒出口戦略：国際的市場形成の視点を持ち、新ブロック経済に即した対応出来る人材の
輩出

【具体的な例】
・大学講座への
テキスト提供

・専門人材研修への
講座/講師支援

理想と現実を埋めるため
に必要な視点

新たなアプローチを検討を検討するために
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標準化人材教育検討会にて検討すべき論点

・標準化人材のイメージ（ジョブディスクリプション）

・教育プログラムの中身及び打ち出し方(講義内容やコンセプト)

・ターゲット及びどの段階において教育を実施するか
－社会人もしくは学生（学部・大学院）か
－入学をしていない人向けに広く講義を行うか、入学させて深く学んでもらうか

・プログラムの設置形態
－一般的な講習の形式、履修証明プログラムの準拠、大学の正規課程のコースとするか等

・何らかのスキル/資格の証明書の発行の模索（受講者へのインセンティブ付け）
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４．ジョブディスクリプションの検討及び
教育の位置づけ
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標準化活動の各フェーズにおける業務

標準化調査
(状況把握)

対応・戦略の検討 規格開発
規格の普及と
ビジネス活用

各プロセス
における
活動の概要

•事業や開発テーマ
と関係する標準化
動向を調査

•重要な規格や標準
化活動を抽出

•標準化における課
題や今後の計画を
把握

•影響力のあるキー
プレイヤーを特定
(競合や顧客の動き
も確認)

•必要に応じて背景
情報等も調査

•重要な規格や標準
化活動について、
自社の事業への影
響を分析し、対応
オプションを立案 
⇒ 攻めの標準化、
守りの標準化、規
格の活用、静観

•様々な対応オプ
ションの中から採
用すべきものを選
定し、事業戦略の
一部として標準化
戦略を構築

•あるべき規格案の
検討 (自社主導 ⇒ 
原案作成、他社主
導 ⇒ 修正すべき
点の特定)

•国内での議論

•国際での議論

•必要に応じて根回
しやロビー活動も
実施

•根拠となるデータ
の取得が必要とな
る場合も

•規格には様々な活
用方法がある

➢顧客へのアピール
に使用

➢調達基準に採用

➢認証制度の活用

➢規制・政策等への
反映

•規格に効果を持た
せるには普及の仕
組みも必要

（フェーズ：上流フェーズから下流フェーズ）
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５．教育プログラムの建て付け
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標準化ないしは無形資産プロセスを実践するために知ってお
くべき社会規範及び知識（規範形成を主導するために必要
な学問）

戦略人材：
標準化における
基盤知識を保
有（標準化だ
けではなく無形
資産プロセス等
に関する周辺
知識も保有）

専門人材：
各分野の標準
化に係る専門知
識を保有

システム
安全

農業医療（例）

分野ごとに標準化人材を専門的に育成

モビリ
ティ

通信食品 ･･･

分野共通の標準化人材（＋周辺知識も持つ人材）育成
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⚫ 標準化の業務が実践的であることも鑑みると、標準化の教育に係る一義的なターゲット
は社会人になるのではないか。

⚫ 社会人をメインに考える場合、学位というステータスよりも日程の柔軟性が重視されるの
ではないか。

⚫ 社会人における標準化の意識があまり高くない現状を鑑みると、講習形式でハードルの
低いところから教育を展開することが良いのではないか。

設置形態に関する検討

運営者/
受講生
コスト

社会的
認知

高い

中程度 比較的
低い

高い

各形態の特徴
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６．戦略人材の教育プログラムの設計
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プログラムの具体的な想定案

◼ 講義①…国際関係論・制度論
・日本の法規制と欧米の法規制（適合性評価の観点も含めて）/日本における社会規範（規制、規格等）と企業活動
・法規制と任意規格との関係/国際地政学

◼ 講義②…経営戦略/組織論
・経営戦略論/経営組織論

◼ 講義③…会計（無形資産経営）
・会計/開示（企業価値に知財（無形資産）/標準化（企業間関係/業界活動）を入れ込むための考えていくための素養。
特にIR開示や投資家との対話）

◼ 講義④・・・知財・標準
・知財面でのオープン＆クローズ、標準化面でのオープン＆クローズ
・標準の活用/企業法との関連

◼ 講義⑤・・・知財標準（ケース事例）
・オープンクローズ戦略のビジネス実例

◼ 講義⑥規格形成・認証
・規格作成/認証ビジネス戦略/適合性評価

標準化ないしは無形資産プロセスを実践するために知っておくべき社会規範
及び知識（規範形成を主導するために必要な学問）

戦略人材教育：筑波大学

筑大企法学G
+外部講師

筑大経営学G
+外部講師

筑大経営学G
+外部講師

日本弁理士会等
外部講師

日本規格協会等
外部講師

実務経験者等
外部講師

必要となる講師の想定

44



45



７．専門人材の教育プログラムの設計
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８．教育プログラムの実施した場合に想
定される問題点・懸念点
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教育プログラムの実施した場合に想定される問題点・懸念点

①適切な講師の確保

•単体の大学では標準化ないしは無形資産プロセスを実践するプログラムを完遂することは講師の

確保という観点でハードルが高い。

•他大学/他機関と連携して講師をそろえる必要。また、標準関係の科目の教官の育成も必要。

②正規課程への進学促進

•大学における持続的な運営のために、いかに受講者と長く関係性を保つか（フォローアップ体制の

構築）。

③受講者ニーズの把握・プロモーション施策（産業界との連携）

•具体的にどこに集中的に広報することが最適か

• プロモーションの観点においてどういった打ち出し方をしていくべきか

49



70%ルール：
定員の70%満たないプログラムはリストラ対象とする。
※プログラム内容の再考を求められる。最悪の場合、廃止

ハードストップルール：
最低数未達のプログラム(例:30人定員で12人）は開講しない

筑波大学における講習（エクステンション）実施時の運営ルール

上記ルールは筑波大学独自のルールだが、不採算を防ぐために
各大学（組織）でルールが設定されている
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９．想定される懸念点等を解決するため
の論点
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・他大学や専門的な知見を有する団体等（日本規格協会、
日本弁理士会等）との協力体制の構築

・連携するための事務局体制の検討
－一つの大学で丸抱え可能か、他大学等と講義の分担が必要か等検討

⚫ 単体の大学では標準化ないしは無形資産プロセスを実践するプログラムを完遂するこ
とは講師の確保という観点でハードルが高い。

①適切な講師の確保

【検討すべき論点】

→後述するパイロットプロジェクトにおいても具体的に検討
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②正規課程への進学促進

・教材/授業の内容の充実や正規課程授業との関連性の明確化
→正規課程への進学促進を目指すため、導入の位置づけとなるエクステンションの内容の検
討・ブラッシュアップが必要
→正規課程の授業科目との関連性などを明確化するなど、発展的に正規課程教育につな
がる道筋を示す

・将来的に単位認定等を視野に検討
→正規課程への進学促進を見据えた受講者へのインセンティブ付けを検討

・修了生のネットワークやリカレントケア
→受講生同士のネットワーク化ができるように授業内でのグループワークや、授業内外での
交流をはかる。修了後も、継続的に実施大学と交流出来るようにする。
→修了後の交流/コンタクトのために、標準化人材情報Directoryとの連携検討

【検討すべき論点】
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参考：NEDOでの標準化活動（産業政策ニーズの観点）

※標準化人材育成検討委員会資料より
57



※標準化人材育成検討委員会資料より

（参考）
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１０．パイロットプロジェクトについて
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筑波大学のパイロットプロジェクト
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2024年度パイロットプロジェクトの構想

• 2024年度においては、実際に教育プログラムの組成及び検証を行うほか、ターゲットとなる
層の探索、正規課程への進学促進に向けた調査、自走に向けて必要な検討を実施

【実施想定内容】
⚫ 受講者ニーズの把握、ターゲット層の探索
－当該委員会関係者等にあたり、受講見込みのあるターゲットを探索。

⚫ プログラムの組成及び実施、検証。実施に向けた講師の探索・連携等体制の検討
－プログラムの組成し（エッセンスを絞ったもの）、試行する。その際、アンケート調査を取り、
 更なるブラッシュアップ等検討を行う。また、大学や外部機関との連携も図る。

⚫ 自走に向けた議論・ビジネスモデルの構築
－自走に向けて必要な予算感、必要な連携先等必要な事項を抽出・検討。

⚫ 正規課程への進学促進に向けた検討
－継続的なプログラムとするために、正規課程との連動を検討。
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プログラムの実施想定

◼ 講義①…国際関係論・制度論
・日本の法規制と欧米の法規制（適合性評価の観点も含めて）/日本における社会規範（規制、規格等）と企業活動
・法規制と任意規格との関係/国際地政学

◼ 講義②…経営戦略/組織論
・経営戦略論/経営組織論

◼ 講義③…会計（無形資産経営）
・会計/開示（企業価値に知財（無形資産）/標準化（企業間関係/業界活動）を入れ込むための考えていくための素養。
特にIR開示や投資家との対話）

◼ 講義④・・・知財・標準
・知財面でのオープン＆クローズ、標準化面でのオープン＆クローズ
・標準の活用/企業法との関連

◼ 講義⑤・・・知財標準（ケース事例）
・オープンクローズ戦略のビジネス実例

◼ 講義⑥・・・規格形成・認証
・規格作成/認証ビジネス戦略/適合性評価

筑大企法学G
+外部講師

筑大経営学G
+外部講師

筑大経営学G
+外部講師

日本弁理士会等
外部講師

日本規格協会等
外部講師

実務経験者等
外部講師

必要となる講師の想定

• ニーズ等の調査を踏まえつつパイロットで実施するプログラムの組成・検証するが、現状赤
字部分の講義からプログラムを組成し、検証を実施する予定。
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2024年度以降のスケジュール想定（パイロット時のスケジュール）

11月10月

講義項目
決定

12月9月

募集修了
受講生の決定

9月1w

6月

受講希望者へ
の告知

受講修了

11月1w10月1w

講義開始
5w連続

受講生の
募集開始

8月1w

7月 8月

7月1w

（年度の事情により変更がある可能性がある）

フォローアップ

報告書作成
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長岡技術科学大学のパイロットプロジェクト
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導入教育 より高度な専門教育

長岡技術科学大学
大学院工学専攻（修士課程）
システム安全分野

オンデマンド型を主体としたリモー
ト講座

入学

主として社会人を対象とした修士課程
土日開講の授業もあり

システム安全に関わる認証や
国際規格等についての導入講座

修了者が大学院入学（または受
験）した場合に、継続性を考慮
して何らかの対応を検討

全体構想

パイロット事業にて、導入講座として必要なコンテンツの企画・制作、試行、検証を行い、
今後の方針を検討。

本学が地方に立地していること、受講希望者が全国各地にいることが想定されること、専
門人材の育成には高度な専門教育が必要なことから，将来の展開を見据えて、オンデマ
ンドを主体としたリモート講座により大学院での教育に繋がる導入教育を行う。
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オンライン講座
「システム安全の基礎と国際規格（仮題）」

パイロット事業の構想

講座内容（案）
・安全工学の基礎
・リスクアセスメント
・いくつかの産業分野における安全工学
・国際規格の概要
・国際規格に沿った安全設計の基礎
・国際標準における安全技術の基本的考え方
など

・合計で6時間程度のコンテンツを企画・制作する。
・本学のオンライン教育サイト「まなびスクエア」に掲載
し、登録者が受講できるようにする。

・受講者へのアンケート等により、改善点を明らかにす
る。

・パイロット事業後の事業実施方法について、学内規
定の改訂・新設も含めた検討を行う。

本学の学外向けオンライン教育サイト
「まなびスクエア」

https://manabi-square.nagaokaut.ac.jp

講座内容については検討中の案のため、
今後の検討で変わる可能性があり。 69



おわり
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